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最近の道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、住宅投資は低い水準ではあるが、前年を上回っている。輸出は、アジ

ア・西欧向けなどが増加している。設備投資は下げ止まっている。個人消費は、耐久消費財

の一部に政策効果が続いているが、衣料や飲食料品などの生活必需品は弱い動きとなってい

る。公共投資は、国および地方公共団体の財政面の制約から減少している。

生産活動は、持ち直しの動きが弱くなっている。雇用情勢は、新規求人数は増加傾向にあ

るが、有効求人倍率は依然として厳しい水準である。企業倒産は、件数・負債総額ともに減

少している。
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①個人消費～弱い動き

５月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．３％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回っている。

百貨店（前年比▲０．５％）は、その他の品

目は前年を上回ったものの、主力の衣料品、

飲食料品などが前年を下回った。スーパー

（同▲２．８％）は、主力の飲食料品ほかすべて

の品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲３．０％）

は、１３ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～７ヶ月連続の増加

５月の新設住宅着工戸数は、２，４１５戸（前

年比＋１４．３％）と７ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同＋１１０．９％）

が４ヶ月ぶりに増加し、持家（同＋３．２％）、

貸家（同＋１１．９％）もそれぞれ増加した。

１～５月の着工戸数累計では、９，９３０戸

（前年同期比＋１５．３％）となり前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲７．２％）が

前年を下回り、持家（同＋５．５％）、貸家（同

＋３３．９％）が前年を上回った。
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～前年比７ヶ月連続の上昇

５月の鉱工業生産指数は、前月比＋０．３％

と２ヶ月連続の上昇、前年比では＋８．０％と

７ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ印刷業や化学工業

などが低下し、電気機械工業や鉄鋼業、一般

機械工業などが上昇した。

④公共投資～３ヶ月連続の減少

５月の公共工事請負金額は、６０１億円（前

年比▲９．６％）と３ヶ月連続して前年を下回

った。

発注者別では、国（前年比＋５．６％）が前

年を上回り、道（同▲２５．２％）、市町村（同

▲４．８％）が前年を下回った。

１～５月の累計では請負金額３，２９１億円

（前年同期比▲７．１％）と前年を下回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい状況

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３５倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．０４ポイント上昇した。前年比は４ヶ月

連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１７．４％増加し４ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、卸・

小売業（前年比＋３１．９％）や医療・福祉（同

＋１８．０％）、建設業（同＋２３．９％）などが増

加し、運輸業（同▲４．１％）などが減少した。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑥来道客数～前年を上回る

５月の来道客数は、９２５千人（前年比

＋０．８％）と２ヶ月連続して前年を上回っ

た。東京・大阪方面からの航空機利用による

来道客数が増加した。

１～５月の累計来道客数は４，２０１千人（前

年同期比＋０．８％）と前年並みに推移してい

る。

⑦貿易動向～輸出は７ヶ月連続の増加

５月の道内貿易額は、輸出が前年比２２．７％

増の２４２億円、輸入が同４２．３％増の８７１億円と

なった。

輸出は、石油製品や鉄鋼、原動機などが増

加し７ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石炭、ウッドチップ

などが増加し、５ヶ月連続して前年を上回っ

た。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

６月の企業倒産は、件数は３３件（前年比

▲４０．０％）、負債総額は５８億円（同▲８２．９％）

と件数、負債総額ともに前年を下回った。

業種別では、建設業９件、製造業７件、サ

ービス・他５件などとなった。

平成２２年上半期（１～６月）では、件数

２２２件（前年同期比▲３２．９％）、負債総額６７９

億円（同▲６２．４％）と件数、負債総額ともに

大幅に減少した。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 

製造業 非製造業 

-50

-60

-40

-30

-20

-10

0

10

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 

7～94～6 10～12 7～94～6 10～121～3 7～94～6 10～121～3 7～94～6 10～121～3 7～94～6 10～121～3 7～94～6 10～121～3 7～94～6 4～610～12 10～12 10～121～3 1～31～3

20年 21年 

4～67～9 
 

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

10～12 10～127～9 10～12 7～9 7～9

18年 19年 20年 21年 

10～12 7～9 10～124～6 4～6

17年 

1～3 1～3 1～3 1～34～6

22年 

1～3 4～6
7～9 
見通し 4～6 10～12 10～127～9 10～12 7～9 7～9

18年 19年 20年 21年 

10～12 7～9 10～124～6 4～6

17年 

1～3 1～3 1～3 1～34～6

22年 

1～34～6

7～9 1～3

22年 

4～6 7～9 
見通し 

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

4～6
7～9 
見通し 

▲10
▲15

▲5▲▲33▲3

▲48

▲4▲▲66

8
11

▲16

▲13

▲26
▲21

▲33
▲37

▲13
▲15

▲2

▲36
▲35

▲38

▲29

▲12

0

▲14
▲20

▲36 ▲▲4747▲47

▲23

▲38▲40
▲43

▲31
▲35

▲52

▲41

▲23
▲19▲18

▲15
▲18

▲49

▲38

▲14▲11

▲22

▲34

▲20

▲19

▲▲55

▲22
▲17▲16

▲25
▲22

▲31

▲17▲15
▲21

▲16

▲28

▲51
▲45

▲38

▲35

▲14▲14

▲9

▲20

▲34
▲36▲44

▲40

▲25

▲19
▲17
▲13

▲15

▲39

▲15

▲18▲18
▲17

▲17

▲17

▲13
▲9

▲21
▲29

▲43

▲41

▲18

▲18
▲15

▲29
▲23

▲12

▲1

▲6

▲5

▲▲3838▲38

１．平成２２年４～６月期実績

前期に比べ売上DI（△１４）は６ポイ

ント上昇し、５期連続で改善した。一

方、利益DI（△１７）は原材料価格の上

昇などを背景に、２ポイント低下した。

２．平成２２年７～９月期見通し

売上DI（△９）は５ポイント上昇し、

持ち直し傾向が続く見通しである。ま

た、利益DI（△１３）も４ポイントの上

昇に転じる見込みである。

定例調査

売上DIは５期連続で改善
第３７回 道内企業の経営動向調査

世界金融危機公共投資の減少 原油価格の高騰

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録

景気対策

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６９／本文　※柱に注意！／００４～０１１　定例調査  2010.07.14 22.39.51  Page 4 



調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送により直接回収。
調査内容
第３７回定例調査
（２２年４～６月期実績、７～９月期見通し）
判断時点
平成２２年６月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５７ １００．０％
札幌市 １８２ ３９．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０８ ２３．６
道 南 ３７ ８．１ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １２．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １６．２ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６９ ４５７ ６８．３％
製 造 業 １８２ １２４ ６８．１
食 料 品 ５７ ４０ ７０．２
木 材 ・ 木 製 品 ３２ ２１ ６５．６
鉄鋼・金属製品・機械 ４９ ３４ ６９．４
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ２９ ６５．９
非 製 造 業 ４８７ ３３３ ６８．４
建 設 業 １４５ １００ ６９．０
卸 売 業 ８９ ６１ ６８．５
小 売 業 ９６ ６３ ６５．６
運 輸 業 ５３ ３６ ６７．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １８ ６０．０
その他の非製造業 ７４ ５５ ７４．３

〈図表２〉業種別の要点

要 点（４～６月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２２年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

２２年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

全産業 非製造業の売上は改善続く △２０ △１４ △９ △１５ △１７ △１３

製造業 建設・設備投資関連メーカーの売上が
不振 △１３ △１５ △２ △１４ △１２ ０

食料品 単価下落が一段落し、売上・利益とも
に上昇 △１７ △１０ １０ △１９ △５ １８

木材・木製品 住宅着工数増加で、製材・合板メーカ
ーは持ち直す △１３ △５ △１０ △４ ５ △５

鉄鋼・金属製品・機械 設備投資の落ち込みで機械部品製造業
が不振 △３ △１２ ６ △６ △６ ０

非製造業 建設業が大幅低下。卸売業は大幅上昇 △２２ △１４ △１１ △１５ △１９ △１８

建設業 公共投資削減で、売上・利益とも５期
ぶり減少 △１２ △３４ △２７ △２０ △４０ △３６

卸売業 住宅関連が堅調、売上・利益ともプラ
ス水準に △５０ １６ ７ △２１ １７ ３

小売業 新車販売は堅調、コンビニ・スーパー
が苦戦 △７ △５ △８ △７ △１６ △１８

運輸業 物流停滞のほか、燃料費の高騰が響く △３６ △３９ △１９ △１８ △３９ △２５

ホテル・旅館業 観光客持ち直しにより、売上は３期連
続で上昇 △２９ ０ １１ △３３ △１３ ０
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＜図表9＞設備投資 
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原材料価格上昇 

〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（５８％） △５ 全業種でウエイト大。特に建設業（６８％）、ホテル・旅館業（６７％）
などで高率。

�過当競争（４９％） △４ 建設業（７６％）、小売業（６７％）で第１位。

�原材料価格上昇（３４％） ＋１１ 全業種で上昇。食料品製造業（６３％）で３７ポイント上昇し、６割を超
える。

�販売価格低下（３３％） △１５ 運輸業をのぞく他の９業種で低下するも、ホテル・旅館業（６７％）で
は第１位。

�諸経費の増加（２５％） ＋３ 運輸業（５３％）で２０ポイント上昇。

�価格引き下げ要請（２１％） △４ 卸売業（４０％）で比較的高率。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械
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②
４９
（５３）

③
２６
（２９）

１５
（１７）

２４
（２７）

③
２７
（２７）

②
３８
（５０）

①
５８
（６２）

①
７６
（７５）

②
５０
（４８）

①
６７
（６８）

３５
（４４）

③
６１
（６７）

②
４０
（５５）

�原材料価格上昇
③
３４
（２３）

②
４８
（３５）

①
６３
（２６）

②
４８
（４１）

②
５０
（４７）

③
３１
（２８）

２８
（１８）

２６
（１７）

２８
（２１）

３４
（２１）

③
４１
（２８）

２２
（８）

１７
（１１）

�販売価格低下
④
３３
（４８）

２５
（４７）

２３
（４８）

③
２９
（４６）

２４
（５０）

２８
（４４）

③
３６
（４８）

③
４１
（５３）

３０
（４４）

③
４１
（５６）

２１
（２１）

①
６７
（７５）

２６
（４２）

�諸経費の増加
⑤
２５
（２２）

２３
（２１）

③
４３
（３６）

１４
（２３）

１２
（９）

１７
（１３）

２６
（２２）

１７
（１７）

２０
（２１）

３３
（２９）

②
５３
（３３）

６
（８）

③
２８
（２３）

�価格引き下げ要請
⑥
２１
（２５）

２２
（２６）

１８
（２６）

１９
（２７）

③
２７
（２７）

２８
（２５）

２１
（２５）

１９
（２６）

③
４０
（３９）

８
（１１）

１８
（２６）

２２
（２５）

１９
（２３）

�人件費増加 １２
（１４）

１１
（１３）

１５
（１７）

１０
（１４）

６
（６）

１０
（１６）

１２
（１４）

１０
（１３）

５
（１１）

１６
（１７）

６
（５）

６
（１３）

２５
（２３）

	資金調達 １２
（１１）

１２
（１２）

１５
（１７）

１０
（９）

１５
（１５）

７
（６）

１１
（１１）

１５
（１６）

１０
（３）

３
（６）

１２
（１３）

２８
（２１）

９
（９）


代金回収悪化 ８
（７）

６
（４）

－
（５）

１０
（９）

－
（３）

１７
（－）

８
（９）

３
（５）

２３
（１６）

１２
（１４）

－
（５）

－
（－）

６
（８）

�人手不足 ７
（４）

８
（５）

１０
（７）

－
（－）

１８
（９）

－
（－）

６
（４）

７
（１）

３
（８）

３
（３）

９
（８）

１１
（４）

８
（６）

�設備不足 ６
（８）

９
（１２）

８
（１９）

１０
（１４）

１２
（６）

７
（６）

５
（７）

２
（２）

３
（３）

２
（８）

１８
（１８）

１７
（１７）

２
（６）


その他 ４
（３）

４
（５）

１０
（１０）

－
（５）

－
（－）

３
（６）

３
（２）

３
（２）

３
（２）

２
（５）

９
（３）

－
（－）

４
（２）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２１年
７～９１０～１２

２２年
１～３４～６７～９

見通し

２１年
７～９１０～１２

２２年
１～３４～６７～９

見通し

２１年
７～９１０～１２

２２年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △３８ △３５ △２０ △１４ △９ △２５ △１９ △１５ △１７ △１３ ２８ ２９ ２７ ２９ ２４（２９）

札幌市 △４８ △４４ △２９ △８ △６ △３３ △３２ △２５ △１５ △１３ ３２ ３３ ３１ ３４ ２７（２８）

道 央 △３２ △４２ △２３ △１５ △８ △２０ △１８ △１３ △１４ △１２ ２９ ３７ ２４ ３２ ２６（２８）

道 南 △２９ △２７ △２０ △１６ △５ △３１ △２７ △２１ △２０ △９ ２１ １４ ２３ ２２ ６（４０）

道 北 △３５ △２３ △１２ △５ △１３ △１８ △１８ △７ △１３ △１５ ２２ ２７ ２３ ２７ ２４（２８）

道 東 △３０ △１９ ３ △３２ △１６ △１４ ７ ３ △２８ △１８ ２１ １９ ２５ １６ ２４（２７）

（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、道内企業の売上DIは上昇しました。公共工事削減により関連業種は影響

を受けているものの、エコカー減税・住宅版エコポイント等の景気対策効果は持続していま

す。また、一部の企業からは、消費者の買い控え傾向が落ち着いてきたという声も聞かれま

した。しかしながら、材料価格の上昇や原油高に伴う諸経費の増加から利益DIは５期ぶり

の低下となり、依然として厳しい収益環境が続いています。このような環境の中、企業は製

品品質の維持・向上を図ることで、今後の売上や適正利益の確保につなげようとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞

中国や台湾からの観光客を中心に来道者数

が増加しており、土産用菓子の売上は回復基

調にある。

＜乳製品製造業＞

生乳の価格変動は、ある程度、卸売価格に

転嫁しているが、原油価格の高騰に伴う運送

費の値上がりは利益の圧迫要因となってい

る。

＜水産加工業＞

自社製品の改良を続けているためか、本州

の大手企業からの引き合いが強くなった。設

備投資をして供給力をアップしたいが、この

勢いが続くか否か、判断が難しい。

＜製材業＞

道内の原木が不足し、各工場が競って仕入

れをしている。道内産木材の仕入れができな

ければ、高い外国産を使わざるを得ない。

＜製鉄業＞

エコカー減税・補助金制度や、エコポイン

ト制度の効果もあり、生産量はピーク時の８

～９割にまで回復してきた。

＜金属加工業＞

一番の問題点は、製品価格を自社でコント

ロールできないことである。大手ゼネコンを

頭とした縦の受注工事では、道内納入メーカ

ーはなんら恩恵を受けることはない。対策と

して、低価格受注を徹底的に排除し、値戻し

に全力を尽くす。

＜金属加工業＞

建設業界の不振の中、過当競争による価格

低下は避けられない。一方で、材料価格の急

激な値上がりがすでに始まっている。利益確

保は難しくなるが、技術力と営業力でシェア

ーを確保したい。

＜建設業＞

物件数は昨年度と同程度であるものの、金

額が小さく大型物件がない。リフォームなど

細かな改修にも力を注いで、休みなく会社が

動いていけるような体制を作る。

＜左官業＞

取引先に工事の出来映えを見てもらうこと

で、２回目以降の受注につなげており、利益

は増加傾向にある。

経営のポイント

品質向上により適正利益を確保
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞

自治体から、耐震工事や公営住宅の高齢者

向け改修工事等の発注があり、建築部門につ

いては前年より受注機会が増えている。しか

しその反面、公共工事削減により土木工事部

門は減少している。

＜土木工事業＞

官庁発注工事が減少しており、１件の工事

に企業が群がっている。今後の公募案件をク

リアーするため、受注した工事は万全の体制

をとり、工事施工成績の評点を高めたい。

＜マンション分譲＞

発売済み完成物件の値引き販売により在庫

圧縮に努めているが、その効果も薄れてきて

いる。業界全体では下期に新規物件が増加す

ると見込まれるので、販売体制を整えたい。

＜建材卸売業＞

道路拡幅工事で立ち退きになった住宅の新

規建築が進んでおり、売上増につながった。

今まで盛んだったリゾート関連の新築物件

は、先行き不透明であり、地元業者はあまり

手を出していない。

＜靴卸売業＞

販売単価は下げ止まりが見えてきたが、こ

こに来て販売数量が伸びず、売上高の確保が

難しい。仕入先の選別で仕入れ単価を抑え、

利益率を上げる。先行きの不透明感もあるた

め、在庫削減を図ると同時に売掛債権の管理

を徹底し、安心できる先への販売を強化す

る。

＜農産物卸売業＞

販売先からの価格引き下げ要求が強く、利

益が低下しているが、売上数量の増加で何と

か息をついている。原油高による資材費増加

も利益減少要因の一つである。今後は、卸部

門よりも消費者への直販へ力を入れたい。

＜建材販売＞

販売価格を上げるタイミングが難しい。す

でに仕入れ価格は上昇しているが、当社だけ

が値上げをすると、取引先が他社に流れる可

能性がある。

＜住宅設備機器販売＞

住宅版エコポイント施策で需要に弾みがつ

いてきたものの、受注競争が激しく、利益確

保が難しい。当社は商品販売と施工を行って

いるため、無駄のない体制を構築し、少しで

も利益アップにつなげたい。

＜建材販売＞

輸送費等の上昇が仕入れ単価にはね返って

いる。一方、鉄関係は原材料の値上がりにも

関わらず、単価上昇にはつながっていない

が、その分、８月以降の大幅な値上がりを懸

念している。

＜食品スーパー＞

新店オープンが多く、過当競争による安売

り傾向が続いている。さらに、低価格追求の

あまり食品の質までもが悪化するという事態

になりつつある。品質を維持し、適正価格を

保ち、安定して商品を提供するしかない。

経営のポイント
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＜電器店＞

エコポイント制度は４月以降も延長となっ

たが、３月までの駆け込み需要が非常に大き

かったため、現在はその反動もあり苦戦して

いる。

＜家具店＞

消費者の買い控えも限界に来たのか、４月

はソファーをはじめ、全般的に買い替えが目

立った。今後この勢いが続くかは疑問である

が、期待したい。

＜中古車販売業＞

「中古車」ブランドの信頼性向上のため、

第三者検査機関を活用した中古車状態鑑定書

の取り組みなどを通し、消費者に安心安全を

訴える必要がある。

＜食品小売業＞

喫煙者数の減少により、業界全体でたばこ

売上の減少が続いている。原材料から一貫し

た調達体制の構築を推進するとともに、店舗

の特徴をより明確にすることにより、お客様

へのアピールを図る。

＜LPガス販売＞

ガス業界は、オール電化の普及や省エネ意

識の高まりなどにより厳しい環境にある。今

後は、二酸化炭素排出量が少なく災害に強い

エネルギーであることをアピールし、使用量

増加を図る。

＜自動車販売業＞

自社の営業力ではなく、エコカー減税・補

助金に頼った営業活動になっている。補助金

終了後（１０月以降）の反動減に備え、来店客

を増やす取り組みを進めている。

＜作業用品店＞

客層が農業関係者、女性等へと広がりつつ

ある。卸売り・インターネット販売について

も独自ブランド商品を中心として展開し、売

上は大きく伸びている。

＜石油製品小売業＞

単価上昇により売上が増加するも、粗利益

は減少した。ガソリンスタンド業界全体とし

て過剰感があり、店舗の統廃合は必至であ

る。

＜タクシー業＞

値下げやフリーダイヤルの設置等により、

業界平均以上の売上水準を確保している。

＜産業廃棄物運送業＞

新築現場、改修現場ともに少なく、あった

としても安値合戦になってしまう。

＜バス会社＞

燃料費の高騰や、高速道路一部無料化によ

る客離れを危惧している。都市間バス、貸切

バスの営業を積極的に行う。

経営のポイント
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＜観光ホテル＞

付加価値の高いサービスを提供しなければ

価格を維持できないため、社員教育や人材確

保が必要であるが、良い人材がなかなか見つ

からないというミスマッチがある。また業界

では、倒産した会社を大手資本が買い取って

低価格商品を発売している。このため、健全

に経営している会社を圧迫しており、深刻な

問題となっている。

＜都市ホテル＞

インターネット予約において、直前での変

更・キャンセルによるロスの発生が問題とな

っている。今後はキャンセルした場合の規約

をお客様に周知徹底することや、クレジット

カードによる事前決済システムを整備する必

要がある。

経営のポイント
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２００８年４月から２年間、北洋銀行と「北海道における国際取引推進の研究」と題する共同研究

をする機会を与えられました。研究の対象となった国際取引案件から得られた、国際取引成功の

ヒントをご紹介したいと思います。

信用状決済条件で海外から商品を輸入したいのですが、商品が契約条件を満たしているこ

とを確認するために、日本での「検査合格証明書」を信用状のネゴ書類（支払いを得るため

の書類。詳しくは後述）にしようと考えています。アドバイスをお願いします。

この方法が輸入取引のリスクに対応する方策として、効果があるかどうかを検討するに際し

て、研究チームは次のことに検討の的を絞りました。

☆ 輸入者は何を求めているのだろうか？

☆ 輸入者の望んでいることは実現可能なことだろうか？

☆ もしそうでなければ、当事者双方に受入れられる解決策は何だろうか？

１．輸入者の心配

本件では、輸入者が「商品が契約通りのものであるかどうかを確かめるまでは、代金を払いた

くない」と考えていることが分かります。相手方である輸出者が契約通りの商品を、間違いなく

積んでくれることが、輸入者にとっては最大の関心事です。信用状（英語では“letter of credit”

といい、しばしば“L/C”と略称されます）は輸出者（売主）が、所定の書類を銀行に呈示すれ

ば、これを発行した銀行が輸入者（買主）に代って、契約代金を払ってくれるという仕組ですか

ら、所定の書類の１つに「検査合格証明書」を加えることは、考え方としては正しいものと言え

るでしょう。

売買契約の当事者間に十分な信頼関係が確立されていない場合には、売主は「先に代金を支払

ってくれなければ、船積したくない」と考え、買主は「商品を受取る前に代金を払うことはした

くない」と思うものです。しかし、相手方との距離がそれほどでもない上に、信用状態の確認も

比較的容易な国内取引ならいざしらず、国際取引において、両当事者間の「希望」を満足させる

方法はありません。そこで考案されたシステムの１つが信用状取引です。

次に進む前に次ページの図を見て下さい。これは信用状取引の当事者関係をあらわしたもので

す。

経営のアドバイス

国際取引成功のヒント（１）
－輸入取引のリスクをどのようにミニマイズするか－

小樽商科大学ビジネススクール
教授 中村 秀雄
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買主が売買契約（①）の条件に従って信用状開設銀行に、契約で決められた金額の信用状の開

設を依頼します（②）。末尾の資料「取消不能信用状開設依頼書」が、実際に使われる書式です

（以下「開設依頼書」といいます。その他に銀行取引にかかる基本約定書などが必要です）。信用

状の基本的性格は「開設銀行の売主に対する直接の支払い確約である」ということです（③）。

だからこそ遠い海外にいる売主も、信用して売買契約に応じてくれるのです。この確約は実際に

は売主の国にある銀行を経由して、売主に通知されます（③Ａ）。

売主は商品船積後、信用状に記載された必要書類（これを通称「ネゴ書類（ネゴ・ドキュメン

ト）」１とよんでいます）を買取銀行（通知銀行と同じことが多いようですが、異なってもかまい

ません）に呈示すれば（④）信用状にもとづいて契約代金が支払われます（⑤）２。

信用状取引の最も特徴的な点は、開設銀行は当事者間の売買契約関係とは全く関係なく３、売

主が所定の書類を呈示しさえすれば、その書類が信用状の記載と厳格に一致していることを条件

に４、所定の金額が支払われることにあります。

本件買主の要望は、このネゴ書類の１つに日本で発行された合格証明書を加えよう、というも

のですから、もし本件売主がこの条件を了承すれば、買主にとってはかなり安全な取引になると

いうことができるでしょう。

２．実現可能性

文末に示した「開設依頼書」の、支払いに当って売主が買取銀行に呈示すべきネゴ書類の記載

欄（「要求書類」と書かれた欄）を見て下さい。ここには、Signed Commercial Invoice（サインさ

れた「商業送状」。記載事項の１番目）、Clean On Board Ocean Bill of Lading（「無故障船積船荷

証券」。船荷証券は“B/L”と略称されます。記載事項の３番目）、Insurance Policy（「保険証券」。

記載事項の２番目）はありますが、「輸入国」で発行された検査合格証明書らしい記載はありま

１「ネゴ」とは「ネゴシエーション」の略で銀行による書類の「買取」を意味します。
２ 買取銀行から売主に契約代金が支払われる部分の法律的分析は、信用供与に関する取決めや、担保、為替手形の存在
などもあり、理論的には複雑なのですが、ここでは買取銀行は開設銀行からの支払いをバックに、売主に契約代金を支
払うと考えておいて下さい。
３「独立抽象の原則」などといわれます。
４「厳格一致の原則」などといわれます。
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せん。もし書くとしたらOther Documents（その他の書類）の欄に書かれることになるでしょう。

「B/L」と「商業送状」はふつうの貿易取引では、常に出てくるものと言っても過言ではあり

ません。「保険証券」も要求されることが少なくないと言ってよいでしょう（しかし常に出てく

るわけではありません）。B/Lは商品を運送のために船会社に渡したときに、船会社が発行する

もので、「これと引換えでなければ荷物は引取れない」という効果をもっていますので、商人に

はいわば貨物そのもののように考えられています。商業送状は売主が作成するもので、商品の明

細を示し通関などにも必要です。保険証券は売買契約上、売主が運送保険を付保する義務を負っ

ている場合には５、売主が保険会社から取得するものです。

さてこれらの書類に「共通な要素」は何かを考えてみましょう。それは船積みをしさえすれ

ば、売主は「全ての書類を輸出国側で、自分の力で揃えられる」ということです。ネゴ書類には

その他に、原産地証明書（Certificate of Origin）や、輸出時の検査証明書などを追加することも

ありますが、これも輸出国にいる売主が自ら手配することが可能なものです。

ところが本件では、輸入国である日本で発行される検査合格証明書が要求されています。これ

を売主が用意するためには、売主は輸出国にいながら、日本での検査を手配しなければなりませ

ん。そしてその結果を送付してもらってからでないと、売主は輸出代金を手に入れることができ

ません。また商品を日本で検査するためには、誰かが荷物を引取らなければなりませんが、船会

社から商品を引取るにあたって必要なB/L（船荷証券）は、ネゴ書類の１つとしてまだ売主の手

元（！）にあるのです。

加えて細かいことではありますが、仮に検査ができたとしても、それが終って合格証明書が売

主に送られ、B/Lを含むネゴ書類が買取銀行に呈示され、日本の信用状開設銀行に到着し、買主

に引渡され、そのB/Lと引換えに買主が船会社から商品を引取るまで、商品はどこに置いておく

のでしょう。その倉庫料は誰が払うのでしょうか。普通は海外から商品が着いたら、すぐにそれ

をおろした上で通関して引取り、無駄な費用や時間をかけないで、直ちに自分の倉庫に搬入する

ものです。

またここでは売主が検査の手配をするということを想定しましたが（あまり現実的ではありま

せん。自らが輸出者となったときに、遠い外国での検査の手配を、北海道で行うことを想像して

下さい）、逆にもっとそれをやるのによいポジションにいる、買主が行うと仮定しましょう。つ

まり買主が自ら任命した検査業者（もちろん売主にも受入れ可能な中立の専門家ではあります）

に検査してもらって、合格証明書が発行されたらそれを売主に送り、信用状で決済を受けてもら

うという案です。何だか筋が通っているようですが、この方法にも、いまだB/Lが送られてきて

いないのですから、船会社から商品の引渡しを受けることができないという欠点があります。仮

に何とか検査ができても、保管の問題もでてきます。逆にもし商品の引取りが可能なら、皮肉な

ことに売主は信用状決済を要求した最大のメリット－支払と引き替えでなければ、B/Lを渡さな

くてもよい－を失ってしまいます。

５ 従って保険料は商品代に上乗せされます。
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相手方の売主がこの案に合意しそうもない、という現実的な点もさることながら、色々なとこ

ろで思わぬ問題が起こりがちな国際取引に、こんな複雑な仕組みを持ち込むことはとても推奨で

きません。国際取引では出来るだけ簡単で、問題の起こりようのないスキームを組むことが大切

です。

３．解決策

商品を見て１００％満足してからでなければ全く支払いをしたくない、という買主の要望を満た

す条件は実質的には「後払い」しかないでしょう。しかしそれは相手方が信用状による支払いを

要求していることと両立しません。そこで両者共に多少は譲歩することを考えなければならない

でしょう。

まず売主に多少の条件変更を提案するとしたら次のようなものが考えられます。

信用状で７０％位は支払う。このときはごく一般的なネゴ書類での決済を認める。３０％は

商品到着後、検査合格を条件に電信送金で支払う。この３０％部分を、検査合格証明書をネ

ゴ書類とする、信用状払いにすることも出来なくはありません。

こうすれば売主は少なくとも利益部分を除いたぐらいの商品代金は、船積と同時に手に入れる

ことができます。しかし利益は欲しいので、一層注意深く船積をすることとするでしょう。

一方買主側で少し譲歩するとしたら、次のようなことも可能です。

１００％信用状決済とするが、ネゴ書類の１つに、船積（輸出）地での検査合格証明書を

要求する。そしてこの証明書は買主が指定した検査人（「サーベイヤー」といいます）の

作成したものに限るとする。

これなら少なくとも、「積地」（輸出地）における契約条件との合致は保証されます。一般的な

貿易取引条件であるFOB、C&F（CIFから保険を除いたもの。正式にはCFRといいますが、昔か

らの習慣でC&Fという表現もあいかわらず使われています）、およびCIFの場合、物品の滅失や

損傷の危険は買主が負担する（航海中に商品が損傷を被ったり、極端な場合は滅失してしまった

結果としての損失を、買主が負担することをいいます）ことになっているので６、積んだ時の状

態さえ確認できていれば、概ね目的を達成したことになります。

４．まとめ

距離が離れ、時間のかかる貿易取引、しかも相手の顔を見たことのない取引では、国内取引の

ような信用や商慣習に依存した取引はできません。だからといって１００％安全な取引条件に固執

すれば、取引そのものの成立も危うくなります。自分にとって何が一番大事なことかを見定め、

そのリスクをカバーする方法を考えた上で、妥協点を探ることが肝要です。

６ 詳しくは「インコタームズ ２０００年版」をご覧下さい。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年１～３月 ８４．１ △２１．７ ７４．２ △３４．６ ８８．８ △１８．４ ７５．７ △３３．５ ９９．８ △２．４ １００．０ △５．２
４～６月 ８５．７ △１８．３ ７９．０ △２７．４ ８６．５ △１９．３ ７９．５ △２７．３ ９７．７ △３．８ ９６．１ △１０．３
７～９月 ８８．７ △１３．２ ８３．２ △１９．４ ９１．４ △１１．２ ８４．１ △１８．８ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
２１年 ５月 ８６．０ △１９．０ ７９．８ △２９．０ ８６．０ △２１．１ ７９．７ △２９．６ ９９．０ △１．６ ９７．３ △８．３

６月 ８６．３ △１６．３ ８１．０ △２２．５ ８７．４ △１７．９ ８１．８ △２１．９ ９７．７ △３．８ ９６．１ △１０．３
７月 ８７．１ △１８．０ ８１．９ △２２．３ ８９．１ △１７．０ ８２．９ △２１．６ ９４．８ △８．２ ９５．５ △１０．６
８月 ８９．０ △１２．０ ８３．１ △１８．３ ９１．９ △８．８ ８３．８ △１８．４ ９４．４ △８．６ ９５．０ △１０．３
９月 ９０．０ △９．２ ８４．６ △１７．５ ９３．２ △７．１ ８５．６ △１６．２ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０月 ９０．７ △６．８ ８５．９ △１４．４ ９４．０ △５．７ ８７．５ △１２．４ ９２．３ △９．４ ９３．１ △１４．３
１１月 ９３．３ ０．３ ８８．１ △２．９ ９５．７ ０．３ ８８．８ △２．２ ９４．３ △６．３ ９３．２ △１４．２
１２月 ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 r ９２．７ ９．４ r ９６．０ ２５．９ r ９５．２ １０．６ r ９８．１ ２７．１ r ８９．０ △１０．０ r ９４．６ △３．４
５月 p９３．０ ８．０ p９５．９ ２０．２ p９７．２ １３．１ p９６．４ ２１．０ p８８．４ △１０．７ p９６．５ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９ △４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年１～３月 ２２９，０６０△６．３ ４９，０８７ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，３２０ △５．４ ３０，９７３ △４．６
４～６月 ２２６，６３０△５．１ ４８，１５６△６．６ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，０７６ △３．９ ３１，１６５ △４．１
７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９△７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５△７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１△４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９
２１年 ５月 ７６，６７７△４．１ １６，１８０△６．４ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５６，８９４ △２．４ １０，５９１ △３．０

６月 ７４，８５２△５．１ １６，０２２△６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，４８３ △５．３ １０，２３０ △５．４
７月 ７９，９２０△４．３ １７，３５６△８．４ ２４，０８６ △３．５ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６２７ △６．０
８月 ７６，０２３△４．５ １５，７０４△６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０９ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３９△５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７５１ △４．３
１０月 ７２，８３５△３．７ １５，６０９△７．２ １８，９３２ △６．６ ５，５８４ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２５ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５△９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１△４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７△５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３△４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１△４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 r ７３，０１１△０．８ r １５，４６３△３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ r ５５，４９２ △１．４ r １０，１８７ △３．７
５月 p ７３，１７８△２．３ p １５，６３１△４．０ p １７，４９５ △０．５ p ５，３６０ △２．１ p ５５，６８３ △２．８ p １０，２７１ △５．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６９／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2010.07.16 14.07.56  Page 21



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
２１年 ５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３

６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，１９２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
２１年 ５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △１．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４

６月 １４，１３４ △３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △１．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △３．５ ３７２，４２８ △２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年８月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８，４３４ △２０．６

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
２１年 ５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３

６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
２１年 ５月 ９１７ △１０．７ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７

６月 １，００７ △１０．３ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ － ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ － ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年８月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 r ３２２，６４２ △１４．５ r ５９０，１２６ △１７．１ r ９７７，２９２ △３７．０ r ５３７，８０７ △２５．２

２１年１～３月 ６３，７６７ △３５．８ １１１，９１２ △４６．９ ２１８，８３３ △４４．８ １２０，９３７ △３６．８
４～６月 ５６，６３２ △４７．１ １２８，０９１ △３８．６ １９４，４３８ △５９．０ １１９，９１７ △３９．９
７～９月 ９６，３０５ △２０．４ １４４，６２２ △３４．４ ２３３，９３８ △５３．５ １３４，１３７ △３９．５
１０～１２月 ８４，９０６ △０．５ １５７，０８２ △８．０ ２６５，３４２ △２５．５ １４０，００３ △２０．９

２２年１～３月 r ８４，７９９ ３３．０ r １６０，３３１ ４３．３ r ２８３，５７４ ２９．６ r １４３，７５０ １８．９
２１年 ５月 １９，６９９ △４３．４ ４０，２００ △４０．９ ６１，１９３ △６６．１ ３７，３８６ △４２．２

６月 １７，６５１ △５２．０ ４５，９４４ △３５．８ ５６，７４１ △６４．３ ４１，０７４ △４１．７
７月 ３６，２７０ △１７．１ ４８，４３０ △３６．５ ６８，３３４ △５５．０ ４４，７７３ △４０．６
８月 ２２，７５７ △４７．１ ４５，０９８ △３６．０ ７２，６０８ △５９．８ ４３，４４６ △４１．０
９月 ３７，２７８ ８．７ ５１，０９４ △３０．６ ９２，９９６ △４５．６ ４５，９１８ △３６．８
１０月 ３０，０２８ △２７．２ ５３，０８３ △２３．２ ８８，３０２ △４４．１ ４５，０８３ △３５．５
１１月 ２７，９５５ ２０．６ ４９，８８２ △６．３ ８０，７３９ △２０．６ ４６，２２９ △１６．７
１２月 ２６，９２３ ２８．６ ５４，１１７ １２．０ ９６，３０１ △０．０ ４８，６９１ △５．５

２２年 １月 ２２，１９４ ８．０ ４９，０１６ ４０．９ ９４，７６４ ２０．９ ４８，４０６ ８．９
２月 ３３，２４３ ６２．６ ５１，２７９ ４５．３ ９２，０５５ ４５．４ ４４，８０６ ２９．５
３月 ２９，３６２ ２８．９ ６０，０３６ ４３．５ ９６，７５５ ２５．３ ５０，５３８ ２０．６
４月 r ２９，２７５ ５１．８ ５８，８７９ ４０．４ r １１１，３２８ ４５．５ ５１，５３０ ２４．３
５月 p ２４，１７３ ２２．７ p ５３，１１０ ３２．１ p ８７，０８３ ４２．３ p ４９，８６８ ３３．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年１～３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２１年 ５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６

６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８
８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３
１１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１
２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３
３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４月 １３４，５８７ ２．６ ５，７７６，５２７ ２．４ ９２，４３６ １．２ ４，１０４，３１２ △１．８
５月 １３４，５２２ ２．６ ５，７９７，７７８ ３．０ ９１，２９５ ０．３ ４，０８９，１５９ △１．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６９／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2010.07.16 14.07.56  Page 24
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成22年4～6月期実績、平成22年7～9月期見通し） 

●国際取引成功のヒント（１） 

調査レポート 2010.8月号（No.169） 
平成22年 （2010年） 7月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）261-1322

この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 
古紙配合率100％紙（表紙）古紙配合率70％紙（中面）を 
使用しています。 

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６９／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2010.07.14 22.29.17  Page 1 
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